
 

令和６年度 

八代市議会令和２年７月豪雨に関する特別委員会 視察報告書 

 

 

 

■視察日程 

  令和６年１１月６日（水）～８日（金） 

 

 

■視察先 

  令和６年１１月 ６日 午後 愛知県春日井市 

 

  令和６年１１月 ７日 午前 岐阜県下呂市 

 

  令和６年１１月 ８日 午前 愛知県清須市 

 

■視察参加者 

【委員会】副委員長   谷 川   登 

委  員   大 倉 裕 一 

委  員   北 園 武 広 

委  員   友 枝 和 也 

委  員   中 村 和 美 

委  員   成 松 由紀夫 

委  員   野 﨑 伸 也 

委  員   山 本 幸 廣 

 

  【執行部】復興整備課長 坂 井 宏 全    

 

【随 行】議会事務局  安 永 尚 斗 

            松 﨑 広 平 



■視察先及び目的 

 １ 愛知県春日井市 

  『豪雨災害からの復興・復旧及び治水対策について』 

    平成１２年に甚大な被害をもたらした、東海豪雨からの復興・復旧及び近年頻発

する自然災害における治水対策を調査するもの。 

春日井市は、愛知県名古屋市の北東に隣接する中枢中核市である。愛知県名古屋

市及びその周辺（東海３県）で起こった豪雨災害（東海豪雨）で、浸水、河道護岸

の損壊、崖崩れ、土石流などによる災害が発生した。 

発災直後の詳細や、現在に至るまでの復旧・復興の状況、その後の治水・防災対

策等について調査を行うことにより、本市における復旧・復興及び今後の治水対策

の参考にするとともに、今後の委員会活動に生かすことを目的とする。 

 

 ２ 岐阜県下呂市 

  『令和２年７月豪雨災害からの復興について』 

    令和２年７月豪雨からの復興・復旧及び近年頻発する自然災害における治水・防

水対策を調査するもの。 

下呂市は、岐阜県の中部に位置し、全体面積 851.06㎢のうち山林が９割を占め

ている。市の中心部を流れる飛騨川が大雨により氾濫し、家屋への浸水、河道護岸

の損壊、崖崩れ、土石流などによる災害が発生した。 

本市においても、発災時期は違えど令和２年７月豪雨において、球磨川流域地域

において甚大な被害を受け、現在も復旧・復興作業が進められているところである。 

発災直後の詳細や、現在に至るまでの復興・復旧の状況、その後の防災対策等に

ついて調査を行うことにより、本市における復興・復旧及び今後の治水対策の参考

にするとともに、今後の委員会活動に生かすことを目的とする。 

 

 ３ 愛知県清須市 

  『豪雨災害からの復興・復旧及び治水対策について』 

    平成１２年に甚大な被害をもたらした、東海豪雨からの復興・復旧及び近年頻発

する自然災害における治水対策を調査するもの。 

清須市は、愛知県の北西部に位置し、一級河川庄内川の下流域にあり、ほとんど

の地域が海抜１０ｍ未満である。東海豪雨の際は、新川の堤防決壊に伴い多数の浸

水被害が生じ、車や電車も水没する事態となった。 

発災直後の詳細や、現在に至るまでの復旧・復興の状況、その後の治水・防災対

策等について調査を行うことにより、本市における復旧・復興及び今後の治水対策

の参考にするとともに、今後の委員会活動に生かすことを目的とする。 



愛知県春日井市 

                                         

 

１ 視察日時  令和６年１１月６日（水） １４：００～１５：３０ 

 

２ 調査事項  『豪雨災害からの復興・復旧及び治水対策について』 

 

３ 事業内容（説明内容） 

        別添資料のとおり 

４ 主な質疑応答 

 

Ｑ１ 消防団の分団数及び総員は。東海豪雨時の活動状況は。 

Ａ１ ６分団。１１０～１２０名程度の団員数で組織されている。地域性、希薄化かも

しれないが、豪雨時の活動は行っていない。 

 

 Ｑ２ 土のう備蓄倉庫の規模及び作成個数根拠は。またその使用実績は。 

 Ａ２ ６平米程度の倉庫で、２５０袋程度備蓄している。一部の地域での使用実績はあ

る。 

     

Ｑ３ 災害時のトイレなどの対策は。 

Ａ３ 下水道が整備されている地域の避難所にはマンホールトイレが整備されている

が、令和９年度をもってマンホールトイレの設置は行わない。理由としては、整

備費に対する費用対効果。水を必要とするため断水時は使用できない。そのため

簡易トイレ（段ボールやプラスチック製）の備蓄を行っている。 

 

Ｑ４ 防災意識の低下についての対応は。 

Ａ４ 現時点では防災訓練等と考える。各部の方で能動的に動ける意識付けを行ってい

る。 

 

Ｑ５ 災害時、市民からの電話が殺到するが、マンパワー不足の中での対応策は。 

Ａ５ 平成２３年時の災害の際は、１０器の電話を配備し、直接災害対策本部へつなが

るようにして職員が対応。議員からの連絡も事務局を通していない。 

 

Ｑ６ 災害関連ごみ等の収集について、仮置き場の確保及び収集業者との連携体制は。 

Ａ６ 仮置き場を用いた収集は実績がない。小規模災害時は、家の前においておけば収

集業者が回収する形を取っている。 



Ｑ７ 都市部に多くみられる地下空間を活用した調整池などは整備されているか。 

Ａ７ ５～６千トン規模の調整地を７カ所程度整備している。 

 

Ｑ８ 避難所のテレビ設置については。 

Ａ８ 体育館等、４１カ所に３２型のテレビを設置している。 

 

 

 

 

 

 

【視察の様子】 

 

 



 

 

 



岐阜県下呂市 

                                         

 

１ 視察日時  令和６年１１月７日（木） １０：３０～１２：００ 

 

２ 調査事項  『令和２年７月豪雨災害からの復興について』 

 

３ 事業内容（説明内容） 

        別添資料のとおり 

４ 主な質疑応答 

 

Ｑ１ 被害当時の議会としての対応は。 

Ａ１ 議会事務局で情報収集や議員自体の安否確認を行った。市自体の９割が山間地で、

広大な面積のため災害時の議員の招集は難しい。 

 

Ｑ２ 災害時の議会と執行部の連携体制は。 

Ａ２ 電話１件１件をメモに書き込んでいたが、令和２年７月豪雨は被害が局所的だっ

たから対応できたと考える。 

 

Ｑ３ 外国人労働者、移住者等の防災研修会等の対応は。 

Ａ３ 旅館、ホテルで働いている外国人労働者が多いため、やさしい日本語で説明を行

っている。 

 

Ｑ４ 貴市独自の床下浸水世帯への補助事業を行った経緯について。 

Ａ４ 平成３０年時の災害から実施した。床下浸水でも、基礎部分の下の泥の欠きだし

等の作業は大変で費用もかかるため。 

 

Ｑ５ 地震被害に対する補助について及び宿泊者等への避難対策は。 

Ａ５ 耐震に対する市の補助はある。旅館等に対し、市からの助言等は行っていないが、

旅館組合に対し、避難時の受援者の宿泊について依頼している。 

 

Ｑ６ 下呂市被災地区の賑わいの創出について。 

Ａ６ ３０年豪雨で被災した地区で賑わいの創出についてソフト面で支援を行ってい

る。 

 

 



Ｑ７ イエローゾーン、レッドゾーンの住民に対しいての周知の仕方は。 

Ａ７ ハザードマップで周知している。 

 

Ｑ８ 災害時の消防団の活動について。 

Ａ８ 被災状況の確認等を依頼した。 

 

 

 

 

 

 

【視察の様子】 

 



 

 



愛知県清須市 

                                         

 

１ 視察日時  令和６年１１月８日（金） １０：００～１１：３０ 

 

２ 調査事項  『豪雨災害からの復興・復旧及び治水対策について』 

 

３ 事業内容（説明内容） 

        別添資料のとおり 

４ 主な質疑応答 

 

Ｑ１ 地域住民の連携について、防災訓練等の参加率は。 

Ａ１ 若年層が少なく２～３割程度で高齢者が多い。一昨年より取組に市が関与せず、

住民のみの訓練を行う働きかけを行っている。 

 

Ｑ２ 災害時の医療機関との連携について。 

Ａ２ 本来であれば災害時は医療を集約することで効率的に患者の対応ができると考

えているが、地方は医療機関が少なく規模が小さいため都市部のようにはいかな

い。 

 

Ｑ３ 避難所へのペットの対応について。 

Ａ３ 他の避難者へのアレルギー等も鑑み、初めは分離する。情報収集後、区画を分離

するなどの対応を行う。 

 

Ｑ４ 避難所のトイレ、ベッドの対応及び今後の課題は。 

Ａ４ 災害関連死などの主な要因は熟睡できないことも考えられ、エアーベッドの配備

使用を勧めている。マンホールトイレは水がないと厳しいため１回使いきりの簡

易トイレや段ボールトイレを推奨している。 

 

Ｑ５ 自主防災の強化及び備品について。 

Ａ５  全く進んでいない。防災リーダー等の核となる人物を育成している段階。備品

購入費については３年で５０万円の予算が計上されている。 

 

Ｑ６ 避難所でのルール作りについて。 

Ａ６ 避難所運営マニュアルを作成しＨＰでも公開している。また、避難所の玄関先に

紙で貼りだしている。 



Ｑ７ 人間正常性バイアスを避難させる取組について。 

Ａ７ 町内会の活性化が大事と思っている。町内会が一致団結して避難を呼びかけるな

どの取組。 

 

Ｑ８ 町内会の加入減少に対する防災への意識付けの取組について。 

Ａ８ 町内会に加入していない世帯へも“無事ですカード“などのグッズを配布するな

ど加入のきっかけづくりを行っている。 

 

 

 

 

 

 

【視察の様子】 

 

 



 

 

 



 

<< 各委員所見 >> 













































令和２年７月豪雨に関する特別委員会 視察所見 

 

議員名【 野﨑 伸也 】 

 

◆視 察 日：令和６年１１月６日（水） 

◆視 察 先：愛知県春日井市 

◆視察項目：豪雨災害からの復旧・復興及び治水対策について 

 

１． 平成１２年に甚大な被害をもたらした、東海豪雨では名古屋市及びその周辺（東海３県）

で起こった豪雨災害（東海豪雨）で、浸水、河道護岸の損壊、崖崩れ、土石流などによる災

害が発生した。 

春日井市では床下浸水７２４棟、床上浸水３６４棟。人的被害なし。 

⇒独自の災害見舞金制度に則り被災者へ支給。 

⇒希望する自治会に物置を整備し土嚢１００袋を常備。 

２． 平成１５年の台風１５号被害は床下浸水１８３棟、床上浸水２１４棟。人的被害なし。前回の

豪雨災害の教訓が活かされておらず災対本部も混乱。市民から多くの指摘、意見が寄せ

られた。改善に向けて 

⇒大音量拡声器付き車両による広報 

⇒排水路、地下式雨水貯水槽等８か所の整備 

⇒年１回の防災資器材の点検、避難所になる小学校教諭との顔の見える関係構築 

⇒市民向けの土嚢配布 

⇒各区、町内への民間情報システム導入 

⇒防災マニュアル作成し訓練を実施する区、町の自治会には５万円を支給 

【質疑】 

Ｑ：災害時のトイレ対策について伺う 

Ａ：下水道整備地域の避難所にはマンホールトイレを整備。断水時には使用できないため令和 

９年度から設置なし。代替に段ボールトイレ等の備蓄を実施。 

【所見】 

・過去２件の水害について説明頂いたがどちらも人的被害が無かったことが幸いだった。災害

の教訓を活かせなかった悔やみ、辛さをしみじみと伺った。地道に一つ一つ対応してきたこと

も伺った。 

・経験を忘れないための取組も実施されており、参考となった。八代市においても災害からの復

旧復興はもとより当時の振り返りと経験を活かすハード・ソフト整備が肝要と感じた。 

 



令和２年７月豪雨に関する特別委員会 視察所見 

 

議員名【 野﨑 伸也 】 

◆視 察 日：令和６年１１月７日（木） 

◆視 察 先：岐阜県下呂市 

◆視察項目：令和 2年 7月豪雨災害からの復興について 

１． 被害状況 

市の中心部を流れる飛騨川が大雨により氾濫し、家屋への浸水、河道護岸 

の損壊、崖崩れ、土石流などによる災害が発生した。 

床上浸水１７棟、床下浸水 169棟、人的被害なし。 

  ２．近隣市等からの支援状況 

・全国市長会からの紹介により熊本市より災害マネジメント支援 2名 

・岐阜県職員のべ 2名（被害情報入力支援） 

・岐阜県及び市町村災害相互応援協定に基づく災害マネジメント支援 2名 

3.災害関連法の適用等 

・災害救助法、特定非常災害指定、被災者生活再建支援法、激甚災害指定 

  4.床下浸水世帯への支援 

     ・公的支援制度では対象とならない床下浸水世帯（住家対象）への支援金支給。 

      補正予算額 1,797万 5千円。支給額：複数世帯 10万円、単身世帯 5万円。 

  ５．災害検証 

     ・令和２年８月、市内全自治会長に実施したアンケート、９月実施の市長と市民の懇話

会、関係団体との意見交換会での意見をもとに検証。 

  ６.検証後の対策 

     ・避難所以外の避難先の選択肢を増やすとして、民間施設活用の促進を図る。 

     ・早めの避難行動を促すため、降雨や河川水位などの事前情報を提供し、危機感を共

有する体制を構築。 

     ・避難所における情報取得として、様々な媒体を利用した手段の構築。 

【質疑】 

Ｑ：地震被害に対する補助について及び宿泊者等への避難対策は。 

Ａ：耐震に対する市の補助はある。旅館等に対し、市からの助言等は行っていないが、 

旅館組合に対し、避難時の受援者の宿泊について依頼している。 

【所見】 

日本有数の温泉地で多くの宿泊施設、宿泊客が訪れている。客への避難誘導は日頃の訓練

が肝要と捉える。災害の検証から対策実施が迅速に行われていた。また既に豪雨災害からの

復旧は完了しており美しい自然、観光施設、多くの観光客に羨ましさを感じた。 



 

 

令和２年７月豪雨に関する特別委員会 視察所見 

 

議員名【 野﨑 伸也 】 

 

◆視 察 日：令和６年１１月８日（金） 

◆視 察 先：愛知県清須市 

◆視察項目：令和 2年７月豪雨災害からの復旧・復興及び治水対策について 

 

１． 被害の状況 

・平成１２年の東海豪雨で海抜 10㎥未満の清須市のほとんどが新川の堤防決壊により

多数の浸水被害が生じ、車や電車も水没した。 

    ・避難者：29,000人、被災家屋 18,000戸、負傷者 6名、床下浸水 1,676戸、床上浸

水 6,467戸。 

２． 災害ゴミ対策 

・水害による災害廃棄物がいたるところに無造作に捨てられたことから災害復旧の妨げに

なった。災害廃棄物の総量は 29,478ｔ。 

・令和 2年に災害廃棄物処理計画を見直し、市管理のグラウンド、公園等における廃棄

物置き場、搬入経路等の計画を策定。 

３． ＤＸの活用 

・防災アプリ、避難通知アプリ等を活用。 

・防災無線で放送される災害緊急情報、避難情報、避難所開設情報、防犯不審者情報に

ついては「防災すぐメール」で配信。市民の登録率は２０％で低調。 

４． 地域防災力の向上 

・防災リーダー育成、防災リーダーフォローアップ講座を実施し各地区のリーダーを育成。 

・避難所運営を住民だけでできるよう防災リーダー育成講座で避難所開設運営訓練を実

際の避難所にて実施。 

 

【所見】 

説明された方が元航空自衛隊員でＦ15戦闘機のパイロットだったとのこと。東日本大震災

時は空から被災地の状況を見て現職への思いが募ったとの話もあった。国防から気象予報、そ

の他、経験を活かした持論も聞くことができ大変参考になった。 

地域防災力の向上に各種講座の開催、受講者が各地域のリーダーになるような仕組みづく

り、また、避難所運営については住民だけで運営できるような実践的な訓練が行われており大

変参考になった。併せて、災害を忘れない取り組みについて、住民による紙芝居作成、上映な

ど地域での活動が防災意識高揚に一翼を担っているものと感じた。 








